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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

第２期石井町まち・ひと・しごと創生推進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

徳島県名西郡石井町 

 

３ 地域再生計画の区域 

徳島県名西郡石井町の全域 

 

４ 地域再生計画の目標 

本町の人口は、平成 17（2005）年の 26,068 人をピークに減少しており、住民基

本台帳によると、令和８（2026）年１月 1 日現在には 24,355 人まで落ち込んでい

る。国立社会保障・人口問題研究所によると、令和 22（2040）年には総人口が 20,820

人となる見込みである。 

年齢３区分別の人口動態をみると、年少人口（０～14 歳）は、昭和 55（1980）年

の 5,383 人をピークに減少し、令和２（2020）年には 3,045 人となる一方、老年人

口（65 歳以上）は昭和 55（1980）年の 2,847 人から令和２（2020）年には 8,199 人

と増加の一途をたどっており、少子高齢化がさらに進むことが想定されている。ま

た、生産年齢人口（15～64 歳）も平成 12（2000）年の 16,786 人をピークに減少傾

向にあり令和２（2020）年には 13,480 人となっている。 

自然動態をみると、平成 12（2000）年以降、死亡者数が出生者数を上回る状態が

続いている。令和６（2024）年には死亡者数 378 人に対して出生者数 128 人の自然

減（▲250 人）となっている。 

社会動態をみると、転入者数が転出者数を上回る社会増の年が多くなっているが、

令和６（2024）年は転入者数 680 人対して転出者数 731 人の社会減（▲51 人）とな

っている。 

今後も人口減少や少子高齢化が進むことで、地域における担い手不足やそれに伴

う地域産業の衰退、さらには地域コミュニティの衰退等、住民生活へ様々な影響が
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懸念される。 

これらの課題に対応するため、子どもを産み育てやすい環境を整える。また、自

然や歴史の魅力を守り、活かすことで、人にやさしいまちであり、人にやさしくな

れるまちとなるよう暮らしやすい生活環境を形成するとともに、仕事の創出と継承

を促進することで、持続可能な町の発展を目指す。 

なお、これらを取組むに当たっては、次の事項を本計画期間における基本目標と

して掲げ、地方創生に資する事業の実施を通して目標の達成を図る。 

・基本目標１ 子どもを産み育てやすい環境と移住・定住の促進 

・基本目標２ 暮らしやすい生活環境の形成 

・基本目標３ 産業の振興と雇用の場の創出 

 

【数値目標】 

５－２の

①に掲げ

る事業 

ＫＰＩ 
現状値 

（計画開始時点） 

目標値 

（令和12年度

） 

達成に寄与する

地方版総合戦略

の基本目標 

ア 

子育てしやすい町だと思

う人の割合 
81.2％ 90％ 

基本目標１ 

転入者－転出者の数 ▲51人 21人 

イ 
「住みやすい」と答えた

人の割合 
92.4％ 93％ 基本目標２ 

ウ 

町内事業所従業員 8,224人 8,300人 

基本目標３ 経営面積１ha以上の農業

経営体数の割合 
33.6％ 35％ 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２のとおり。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

○ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する
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特例（内閣府）：【Ａ２００７】 

① 事業の名称 

石井町まち・ひと・しごと創生推進事業 

ア 子どもを産み育てやすい環境と移住・定住の促進事業 

イ 暮らしやすい生活環境の形成事業 

ウ 産業の振興と雇用の場の創出事業 

② 事業の内容 

ア 子どもを産み育てやすい環境と移住・定住の促進事業 

 子育てしやすく住みやすいまちとして選ばれるため、子育て支援の充

実と、移住・定住の促進を図る事業 

【具体的な事業】 

・乳児家庭全戸訪問事業 ・主食及び副食費助成事業補助金 

・町立保育所施設管理費 ・放課後児童クラブ利用料軽減事業 

・不妊治療費助成事業 ・情報教育推進事業 ・特別支援教育就学奨励費 

・石井町子ども外国語活動支援事業  

・石井町空き家リフォーム助成事業補助金 ・空き家等対策事業 

・移住・定住推進事業   等 

イ 暮らしやすい生活環境の形成事業 

道路や交通環境、健康でいきいきと暮らし続けられるよう、また防災・

防犯対策の充実を図り、誰もが暮らしやすい生活環境を形成する事業 

【具体的な事業】 

・町道新設改良事業 ・木造住宅耐震化促進事業 

・防災訓練事業 ・健康診査（がん検診等） 

・介護予防・日常生活支援総合事業 ・認知症初期集中支援推進事業 

・高齢者等外出支援事業 ・中央公民館講座等文化講演事業 

・デジタル地域通貨管理運営事業 ・AI チャットボット運用事業  等 

ウ 産業の振興と雇用の場の創出事業 

農業については経営規模の拡大や担い手確保の支援を行う。また起業

や事業継承に関する支援制度の充実を図ることで、本町産業の持続的な

発展につなげる事業 
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【具体的な事業】 

・耕作放棄地再生支援事業補助金 ・デジタル地域通貨管理運営事業 

・農業祭事業 ・都市公園管理費 

・文化財保護活動事業 ・徳島県東部地域 DMO 負担金 

・ふるさと石井応援事業 ・石井町農業後継者クラブ補助金 

・障害者就労施設等からの物品等の調達    等 

※なお、詳細は石井町総合戦略のとおり 

③ 事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標(ＫＰＩ)） 

４の【数値目標】に同じ。 

④ 寄附の金額の目安 

3,200,000 千円（令和８年度～令和 12 年度累計） 

⑤ 事業の評価の方法（ＰＤＣＡサイクル） 

毎年度 10 月頃に外部有識者による効果検証を行い、翌年度以降の取組方

針を決定する。検証後、本町公式ＷＥＢサイト上で公表する。 

⑥ 事業実施期間 

令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日まで 

 

６ 計画期間 

令和８年４月１日から令和 13 年３月 31 日まで 


